
































































































































































































































































































































































































































匚紛争 やトラブルを法 に基づ いて 解
決 する社会」
｢法的 な関係を基盤 に成り立つ 社会｣
｢市民一人 ひとり が自由 や責任 といっ
た法的 な価値を自覚する社会｣
「市民 による法への要求が多岐 にわ








＜法的 な関 係の基 盤＞ ＜民主主 義社会の基盤 ＞
・ 法は社会を形成し、 安定、 発展 さ
せる


































国民 の司法 参加（裁判員制度） 日本法社会の社会的側面（共 同体で
の問題解決機能 の低下、裁判忌避 行





自由で公正な社 会の構 成者 と法的リ
テ ラシーの育成。法を 用いた問題解
決力や主体的で公正 な判断能力
法的 な資質 （法的リテ ラシー）
・正 しい法に関する認識
・主 体的な法への参加
厂（認識対象 として）法社 会を知 る」


























區 哥町 双T亨習 ① 法制 度② 法機能 ③
法原理理解
発展的な学習 ④沽劭11度1の反省的浙
察 ⑤ 法（制 度）の批 判 的 考 察 ⑥紛 争




○ 漂流 ゲームによるル ールづくり
○民法「契 約自由の原則と無効 の場
合」
○刑法「 罪刑法定主 義・推定無罪 の






○ 日本 とイスラ ム刑法
○生類憐 れみの令
○少年 法○外国人参政権





















法 システ ム学習 社会問題学習
学習対 象 現在 適用さ れて いる法を 静態的 に
みる法学習。
法 創設 の手 続的 ・歴史 的背 景を含
む動 態的法学習。
法創 設の社 会的背 景と問 題状況 を
ふまえた法学習。
学習 のねらい 今あ る具体的な法 の理解 中心 法の修正 変更を もとに新 たな法 シ
ステムの構築を目指す。
社 会的 問題 状況 に即して 法 システ






問題解決方法 の一つ として の法
現状 に対 する法相
対 化 の視点
十分な相対化が 少ない 法 システ ムを 考え る上で の限定的
相対化
社 会に とって の法 のあり 方 として
相対化
法の思考図式 要件一効果図式 目的一 手段図式 合意調整図式
学習事例9） ・ 憲法理 解を中 心とし た権利、 義
務学習
・法 の原理、 原則の学習
・ 漂 流 ゲ ー ム によ る ル ー ルづ く り

























































































































































































































































2) Center for Civic Education著・江口勇治監訳（2001）
『テキストブックわたしたちと法』現代人文社
3）例えば国レベルでは，法務省のもと刊行された法
教育研究会(2005)『はじめての法教育』があり
，そ
こでは法教育が目指すものとして，「自由で公正な社
会を支える「法
」的な考え方を育てること」を提示
し，中学校段階における４つの教材案〔ルールづく
り／私法と消費者保護／憲法の意義／司法〕を提案
する
。また法教育の関連科目として，道徳や特別活
動
，家庭科や総合的な学習の時間などを視野に入れ，
学習指導要領における法教育の位置づけも説明して
いる
。実務家レベルでは，日弁連主催の法教育シン
ポジウムや中学生
・高校生対象の模擬裁判や裁判の
しくみ
，仕事紹介など，裁判官や検察官などの実務
家が直接学校に赴いて授業を行う
。教育現場でも，
法に関する授業実践は数多く発表されつつある
。と
くに実務家と教員が連携して授業を行う試みなどが
注目される。
4）大杉昭英著『法教育実践のテキスト』明治図書，
p12
5）磯山恭子「‾アメリカ法教育における法的参加に関
する学習の特色」第55回日本社会科教育学会発表資
料および日本社会科教育学会出版プロジェクト編
『新時代を拓く社会科の挑戦J pp23 8-250　等
。
6』
・橋本康弘・野坂佳生編著『“法”を教える身近
な題材で基礎基本を授業する』明治図書, 2006年・橋本康弘「日本の法教育改善の方向性」法教育研
究会第５回議事録
，匚発達段階に応じた法教育の在
り方一高等学校での実践を中心にー」同協議会第７
回議事録
・学会発表資料匚法関連教育を基盤にした公民授業
構成一法批判学習の提唱－」「法反省」を基盤にし
た高等学校地理歴史科の授業開発」匚法批判」を基
盤にした高等学校公民科の授業開発」等。
7）同上編著書ppl33-143
8）同上p13
9）前掲三氏の著書
，論文等に掲載された授業例。
本稿は
，各氏の詳細な授業分析が目的でないため，
提案された授業テ
マーの紹介にとどめる。なお，著
書等に指導案の形式で授業が掲載されている。
10）吉村功太郎（2001）「社会的合意形成をめざす社会
科授業
一小単元「脳死；臓器移植法と人権」を事例
にー」社会系教科教育学会『社会系教科教育学研究』
第13号, pp21-28
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